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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第１四半期連結
累計期間

第61期
第１四半期連結
累計期間

第60期

会計期間

自2022年
４月１日
至2022年
６月30日

自2023年
４月１日
至2023年
６月30日

自2022年
４月１日
至2023年
３月31日

売上高 （千円） 1,373,444 1,397,331 6,249,693

経常利益又は経常損失（△） （千円） △28,344 28,068 411,627

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△)

（千円） △48,876 11,558 280,643

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △81,364 30,174 309,588

純資産額 （千円） 3,685,399 4,051,484 4,076,111

総資産額 （千円） 6,406,762 6,512,895 6,927,272

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△)

（円） △26.81 6.34 153.92

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 57.5 62.2 58.8

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の５類への移行により、行動制限

が緩和され、経済活動の正常化が進む一方で、長期化するウクライナ情勢や世界的資源・エネルギー価格の高騰な

どによる原材料価格の高騰や円安傾向が強まり、景気の先行きは不透明な状況となっております。

　建設業界におきましては、公共投資は底堅く推移しておりますが、建設業界における労務単価、建設資材価格等

も上昇し、引き続き厳しい経営環境となりました。

　このような経営環境のもと災害復旧事業が減少しているなかで当社グループは、公共土木施設の強靭化へ向けた

製品展開と利益向上への取り組みを行い、併せて合理化・効率化施策を継続実施した結果、当第１四半期連結累計

期間における売上高は、1,397百万円（前年同四半期比1.7％増）、営業損失は4百万円（前年同四半期は42百万円

の営業損失）を計上し、経常利益は28百万円（前年同四半期は28百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半

期純利益は11百万円（前年同四半期は48百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

 

セグメントの業績の概況

型枠貸与事業

　前年度からの繰越工事の執行により売上高は496百万円（前年同四半期比37.3％増）となり、営業利益は4百万円

（前年同四半期は17百万円の営業損失）となりました。

 

製品販売事業

　災害に対応した河川用護岸ブロックおよび土木シート製品の出荷が減少し、売上高は900百万円（前年同四半期

比11.0％減）となり、 営業損失は9百万円（前年同四半期は24百万円の営業損失）となりました。

 

財政状態に関する説明

①資産

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は6,512百万円となり、前連結会計年度末比414百万円の減少となり

ました。

　その主な要因は、受取手形及び売掛金の減少511百万円、電子記録債権の減少43百万円等によるものでありま

す。

②負債

　当第１四半期連結会計期間末における負債は2,461百万円となり、前連結会計年度末比389百万円の減少となりま

した。

　その主な要因は、支払手形及び買掛金の減少215百万円、長期借入金（1年内返済予定含む）の減少44百万円等に

よるものであります。

③純資産

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は4,051百万円となり、前連結会計年度末比24百万円の減少となり

ました。

　その主な要因は、配当金の支払等による利益剰余金の減少43百万円、その他有価証券評価差額金の増加18百万円

等によるものであります。

 

(2）優先的に対処すべき事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
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　当第１四半期連結累計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、8百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,899,700

計 3,899,700

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年８月10日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 1,862,254 1,862,254
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株

であります。

計 1,862,254 1,862,254 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年４月１日～

2023年６月30日
－ 1,862,254 － 1,004,427 － 541,691

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（2023年３月31日）に基づく株主名簿による記載をし

ております。

①【発行済株式】

    2023年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 39,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,802,500 18,025 －

単元未満株式 普通株式 20,754 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  1,862,254 － －

総株主の議決権  － 18,025 －

 

②【自己株式等】

    2023年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日建工学株式会社

東京都新宿区西新

宿六丁目10番１号
39,000 － 39,000 2.10

計 － 39,000 － 39,000 2.10

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023

年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,876,205 3,004,431

受取手形及び売掛金 1,801,963 1,290,403

電子記録債権 231,401 187,649

商品及び製品 115,667 111,767

原材料及び貯蔵品 8,577 9,503

未収還付法人税等 185 269

その他 210,276 139,279

貸倒引当金 △10,867 △10,056

流動資産合計 5,233,410 4,733,247

固定資産   

有形固定資産   

リース資産（純額） 226,697 194,410

その他（純額） 191,925 184,797

有形固定資産合計 418,623 379,208

無形固定資産 20,292 19,486

投資その他の資産   

投資有価証券 780,884 899,839

退職給付に係る資産 2,759 524

保険積立金 405,648 406,325

その他 209,473 218,082

貸倒引当金 △143,818 △143,818

投資その他の資産合計 1,254,947 1,380,952

固定資産合計 1,693,862 1,779,647

資産合計 6,927,272 6,512,895

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,406,222 1,190,651

１年内返済予定の長期借入金 176,000 176,000

未払金 104,066 191,989

リース債務 131,171 103,211

未払法人税等 25,356 19,680

契約負債 142,402 －

その他 120,229 90,491

流動負債合計 2,105,449 1,772,025

固定負債   

長期借入金 394,500 350,500

リース債務 107,387 100,905

繰延税金負債 75,364 75,391

退職給付に係る負債 122,818 116,945

その他 45,641 45,641

固定負債合計 745,712 689,385

負債合計 2,851,161 2,461,410
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,004,427 1,004,427

資本剰余金 541,691 541,691

利益剰余金 2,446,021 2,402,885

自己株式 △66,630 △66,736

株主資本合計 3,925,510 3,882,267

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 150,601 169,216

その他の包括利益累計額合計 150,601 169,216

非支配株主持分 － －

純資産合計 4,076,111 4,051,484

負債純資産合計 6,927,272 6,512,895
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

売上高 1,373,444 1,397,331

売上原価 1,076,027 1,054,541

売上総利益 297,416 342,789

販売費及び一般管理費 340,329 347,554

営業損失（△） △42,912 △4,764

営業外収益   

受取利息 2 1,277

受取配当金 6,501 6,800

棚卸資産処分益 － 2,421

貸倒引当金戻入額 9,053 811

為替差益 343 9,761

業務受託料 － 80,844

その他 524 271

営業外収益合計 16,425 102,187

営業外費用   

支払利息 1,651 1,645

業務受託費用 － 67,708

その他 206 －

営業外費用合計 1,858 69,353

経常利益又は経常損失（△） △28,344 28,068

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△28,344 28,068

法人税、住民税及び事業税 18,916 16,513

法人税等調整額 1,614 △3

法人税等合計 20,531 16,509

四半期純利益又は四半期純損失（△） △48,876 11,558

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△48,876 11,558
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △48,876 11,558

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △32,487 18,615

その他の包括利益合計 △32,487 18,615

四半期包括利益 △81,364 30,174

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △81,364 30,174

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用して

おります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2023年４月１日
至 2023年６月30日）

減価償却費 54,076千円 40,885千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

　１.配当金支払額

（決　議） 株式の種類

配当金の

総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日
配当の

原資

2022年６月29日

定時株主総会
普通株式 54,702 30 2022年３月31日 2022年６月30日

利益

剰余金

 

２.基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）

　１.配当金支払額

（決　議） 株式の種類

配当金の

総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日
配当の

原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 54,694 30 2023年３月31日 2023年６月30日

利益

剰余金

 

２.基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

  （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 型枠貸与事業 製品販売事業

売上高    

外部顧客への売上高 361,611 1,011,833 1,373,444

セグメント間の内部売上高又は振
替高

－ － －

計 361,611 1,011,833 1,373,444

セグメント損失（△） △17,920 △24,992 △42,912

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 △42,912

セグメント間取引消去 －

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △42,912

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

  （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 型枠貸与事業 製品販売事業

売上高    

外部顧客への売上高 496,435 900,895 1,397,331

セグメント間の内部売上高又は振
替高

－ － －

計 496,435 900,895 1,397,331

セグメント利益又は損失（△） 4,477 △9,242 △4,764

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 △4,764

セグメント間取引消去 －

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △4,764

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
型枠貸与事業 製品販売事業

一時点で移転される財 － 1,011,833 1,011,833

一定の期間にわたり移転

される財
361,611 － 361,611

顧客との契約から生じる

収益
361,611 1,011,833 1,373,444

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 361,611 1,011,833 1,373,444

 

当第１四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
型枠貸与事業 製品販売事業

一時点で移転される財 143,331 900,895 1,044,227

一定の期間にわたり移転

される財
353,103 － 353,103

顧客との契約から生じる

収益
496,435 900,895 1,397,331

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 496,435 900,895 1,397,331
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失

（△）
△26円81銭 6円34銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に帰

属する四半期純損失（△）（千円）
△48,876 11,558

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益又

は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（千円）
△48,876 11,558

普通株式の期中平均株式数（株） 1,823,384 1,823,120

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

日建工学株式会社(E00187)

四半期報告書

16/19



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年８月８日

日建工学株式会社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

　東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 小　松　亮　一　㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 堤　　　　　康　㊞

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日建工学株式会

社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日建工学株式会社及び連結子会社の2023年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　

EDINET提出書類

日建工学株式会社(E00187)

四半期報告書

18/19



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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